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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第３四半期累計期間
第63期

第３四半期累計期間
第62期

会計期間
自 平成27年３月21日
至 平成27年12月20日

自 平成28年３月21日
至 平成28年12月20日

自 平成27年３月21日
至 平成28年３月20日

売上高 （千円） 4,061,109 4,614,576 5,755,189

経常利益 （千円） 17,778 57,768 50,093

四半期（当期）純利益 （千円） 34,032 85,021 56,390

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,017,550 1,017,550 1,017,550

発行済株式総数 （千株） 4,680 4,680 4,680

純資産額 （千円） 2,784,595 2,878,868 2,752,618

総資産額 （千円） 4,307,478 4,574,764 4,442,740

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 7.35 18.35 12.17

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 5.00

自己資本比率 （％） 64.6 62.9 62.0

 

回次
第62期

第３四半期会計期間
第63期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成27年９月21日
至 平成27年12月20日

自 平成28年９月21日
至 平成28年12月20日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 1.74 12.63

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」

については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（1）業績の状況

　当第３四半期累計期間（平成28年３月21日～平成28年12月20日）におけるわが国経済は、政府の各種経済政策

や日銀による金融政策等を背景に雇用、所得環境の改善が続き、弱含みながらも緩やかな回復基調で推移しまし

た。一方で、中国を始めとする新興国経済の鈍化、英国のＥＵ離脱問題、米国大統領選挙結果による今後の政策

内容の不確実性、為替相場の動向など、世界経済は不確実性の高まりにより、先行き不透明な状況が続いており

ます。

　当機械工具業界におきましては、不安定な世界経済に起因した円高などの影響により、国内製造業の生産活動

は弱含みとなりましたものの、自動車関連向け部品・工具が堅調であり、政府の経済政策の効果が一部の製造業

で見られ、設備投資需要も維持・更新を中心に底堅く推移いたしました。

　このような状況の中で当社は、経営スローガンを「創成　勝ち抜く進化と成長」とし、顧客ニーズを捉えた営

業活動を展開するとともに、新たな需要の掘り起こしや新規、深耕を継続的に推進しながら、経費コストの削減

に努め利益体質への改善、企業価値の向上を目指し取組んでまいりました。

　商品分類別の売上高は、設備関連での「ものづくり補助金」の効果もあり「機械」565百万円（前年同期比

68.6％増）及び「産機」2,096百万円（同12.7％増）と大幅な増加となったほか、部品・消耗品である「工具」

1,051百万円（同4.8％増）、「その他」440百万円（同14.2％増）となりましたが、「伝導機器」は459百万円

（同3.5％減）となりました。

　以上の結果、当第３四半期累計期間の業績は、売上高4,614百万円（前年同期比13.6％増）となりました。利益

面につきましても増収に伴い、営業利益17百万円（前年同四半期は19百万円の営業損失）、経常利益57百万円

（前年同期比224.9％増）となり、また、特別利益に投資有価証券売却益83百万円の計上があり四半期純利益は85

百万円（前年同四半期比149.8％増）となりました。

 

（2）財政状態の分析

　（資産）

　当第３四半期会計期間末における総資産は、4,574百万円となり前事業年度末に比べ、132百万円増加しまし

た。この主な要因は、受取手形及び売掛金が255百万円、有価証券は満期償還により100百万円、投資有価証券

は売却等により396百万円の減少などがありましたが、一方で、現金及び預金が176百万円、電子記録債権153百

万円、投資有価証券売却の代金の一時預け金582百万円などで増加となりました。

　（負債）

　当第３四半期会計期間末における負債合計は、1,695百万円となり前事業年度末に比べ、５百万円増加しまし

た。この主な要因は、支払手形及び買掛金が64百万円、賞与引当金14百万円などの減少がありましたが、一方

で、未払法人税等32百万円、繰延税金負債22百万円の増加となりました。

　（純資産）

　当第３四半期会計期間末における純資産は、2,878百万円となり前事業年度末に比べ、126百万円の増加とな

りました。主な要因は、四半期純利益の計上85百万円とその他有価証券評価差額金が64百万円の増加となりま

した。

　なお、当四半期会計期間末における自己資本比率は62.9％となり、前事業年度末に比べ0.9ポイント上昇して

おります。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

（4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,720,000

計 16,720,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年12月20日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年１月31日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,680,000 4,680,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 4,680,000 4,680,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成28年９月21

日～平成28年12月20

日

－ 4,680,000 － 1,017,550 － 587,550

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月20日）に基づく株主名簿による記載を

しております。

①【発行済株式】

平成28年12月20日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

　無議決権株式 － － －

　議決権制限株式（自己株式等） － － －

　議決権制限株式（その他） － － －

　完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　46,000 － －

　完全議決権株式（その他） 普通株式4,623,000 4,623 －

　単元未満株式 普通株式 　11,000 － －

　発行済株式総数 4,680,000 － －

　総株主の議決権 － 4,623 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式が、4,000株（議決権の数４個）

含まれております。

②【自己株式等】

平成28年12月20日現在
 

所有者の氏名又は

名称
所有者の住所

自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合（％）

株式会社植松商会
仙台市若林区卸町

三丁目７番地の５
46,000 － 46,000 1.0

計 － 46,000 － 46,000 1.0

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成28年９月21日から平成28

年12月20日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年３月21日から平成28年12月20日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は、子会社を有していないので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年３月20日)
当第３四半期会計期間
(平成28年12月20日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 442,612 619,368

受取手形及び売掛金 1,946,552 1,690,864

電子記録債権 177,486 331,385

有価証券 100,018 －

商品 236,779 229,433

繰延税金資産 10,048 6,624

預け金 － 582,465

その他 16,321 8,051

貸倒引当金 △510 △40

流動資産合計 2,929,310 3,468,153

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 116,085 110,742

土地 162,581 162,022

その他（純額） 26,835 26,059

有形固定資産合計 305,502 298,824

無形固定資産 17,128 14,718

投資その他の資産   

投資有価証券 1,061,380 665,045

その他 138,616 137,234

貸倒引当金 △9,196 △9,211

投資その他の資産合計 1,190,800 793,068

固定資産合計 1,513,430 1,106,611

資産合計 4,442,740 4,574,764

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,433,002 1,368,586

未払法人税等 12,533 44,589

賞与引当金 17,900 3,300

役員賞与引当金 6,000 10,500

その他 77,957 103,200

流動負債合計 1,547,393 1,530,176

固定負債   

役員退職慰労引当金 54,400 49,150

繰延税金負債 64,968 87,692

その他 23,360 28,877

固定負債合計 142,728 165,720

負債合計 1,690,122 1,695,896
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年３月20日)
当第３四半期会計期間
(平成28年12月20日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,017,550 1,017,550

資本剰余金 1,174,661 1,174,661

利益剰余金 448,278 510,134

自己株式 △7,412 △7,412

株主資本合計 2,633,078 2,694,934

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 119,540 183,933

評価・換算差額等合計 119,540 183,933

純資産合計 2,752,618 2,878,868

負債純資産合計 4,442,740 4,574,764
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　平成27年３月21日
　至　平成27年12月20日)

当第３四半期累計期間
(自　平成28年３月21日
　至　平成28年12月20日)

売上高 4,061,109 4,614,576

売上原価 3,519,984 3,996,727

売上総利益 541,124 617,848

販売費及び一般管理費 560,321 600,774

営業利益又は営業損失（△） △19,197 17,074

営業外収益   

受取配当金 9,597 11,778

仕入割引 26,441 28,215

その他 6,195 5,322

営業外収益合計 42,234 45,317

営業外費用   

支払利息 1,054 840

支払手数料 2,519 2,744

為替差損 884 －

その他 799 1,038

営業外費用合計 5,258 4,623

経常利益 17,778 57,768

特別利益   

投資有価証券売却益 － 83,562

投資有価証券償還益 34,090 －

特別利益合計 34,090 83,562

特別損失   

投資有価証券売却損 390 －

減損損失 － 559

特別損失合計 390 559

税引前四半期純利益 51,479 140,771

法人税、住民税及び事業税 7,531 54,040

法人税等調整額 9,915 1,710

法人税等合計 17,447 55,750

四半期純利益 34,032 85,021
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　　　　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、この変更による当第３四半期累計期間の損益に与える影響はありません。

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　　　当第３四半期累計期間（自　平成28年３月21日　至　平成28年12月20日）

　　　　該当事項はありません。

（追加情報）

（法人税率等の変更等による影響）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第十五号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法

律」（平成28年法律第十三号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日以後に開始する事業年度より

法人税率及び事業税率等が変更されることになりました。

　これに伴い、平成29年３月21日に開始する事業年度及び平成30年３月21日に開始する事業年度に解消が見込ま

れる一時差異については、繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率は、従来の32.3％から30.8％

に変更され、平成31年３月21日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については従来の32.3％か

ら30.6％に変更となります。

　この税率変更により、繰延税金負債（繰延税金資産との純額）は4,872千円減少、その他有価証券評価差額金

が4,265千円増加、法人税等調整額（貸方）が607千円増加しております。

 

（四半期貸借対照表関係）

１　受取手形裏書譲渡高

 
前事業年度

（平成28年３月20日）
当第３四半期会計期間
（平成28年12月20日）

受取手形裏書譲渡高 171,443千円 147,662千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自 平成27年３月21日
至 平成27年12月20日）

当第３四半期累計期間
（自 平成28年３月21日
至 平成28年12月20日）

減価償却費 17,383千円 16,212千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成27年３月21日　至　平成27年12月20日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月19日

定時株主総会
普通株式 34,747千円 7.5円 平成27年３月20日 平成27年６月22日 利益剰余金

 

２．基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が当

四半期会計期間の末日後となるもの。

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成28年３月21日　至　平成28年12月20日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月17日

定時株主総会
普通株式 23,165千円 ５円 平成28年３月20日 平成28年６月20日 利益剰余金

 

２．基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が当

四半期会計期間の末日後となるもの。

　　該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間（自　平成27年３月21日　至　平成27年12月20日）及び当第３四半期累計期間（自　平成

28年３月21日　至　平成28年12月20日）

当社は、機械、工具及び産業機械・器具等の販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成27年３月21日
至　平成27年12月20日）

当第３四半期累計期間
（自　平成28年３月21日
至　平成28年12月20日）

１株当たり四半期純利益金額 ７円35銭 18円35銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 34,032 85,021

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 34,032 85,021

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,633 4,633

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

  平成29年１月27日

株式会社植松商会   

取締役会　御中   

 

 有限責任監査法人　トーマツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 今江　光彦　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田村　　剛　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社植松商

会の平成28年３月21日から平成29年３月20日までの第63期事業年度の第３四半期会計期間（平成28年９月21日から平成28

年12月20日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年３月21日から平成28年12月20日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社植松商会の平成28年12月20日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
 
　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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